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1　社会経済情勢の変化

　第6期計画が策定された当時の北海道経済は、
かつての基幹産業に代わる産業の成長が遅れてい
ることに加え、北海道拓殖銀行の破綻など金融面
での動揺が生じており、経済構造の転換などによ
り、北海道経済の自立的発展を図ることが喫緊の
課題となっていた。また、政府として、財政構造
改革、経済構造改革、金融システム改革など、構
造改革に取り組むこととしており、北海道におい
てもこれらの改革に対応することが課題となって
いた。こうした状況を踏まえ、第6期計画は、北
海道経済の自立的発展を図るとともに、政府とし
て取り組んでいる改革への対応に向け、開発の方
向性を示すものとして決定された。

　一方、現在、我が国を巡る時代の潮流は、第6
期計画の当初の想定を大きく上回る急速な人口減
少・少子高齢化の進行、地球環境問題の深刻化、
東アジアの台頭とグローバル化の進展や財政事情の
悪化などに起因する新たな課題の顕在化など、大
転換ともいうべき環境の変化を北海道にもたらす。

⑴ グローバル化と北海道
　かつて北海道開発の主要施策となっていた資源
開発・食糧増産等は、グローバル化とともに海外
市場との競争関係にさらされることになった。昨
今のグローバル化、とりわけアジアの台頭にはめ
ざましいものがあるが、同時に世界の人口増加や
食糧事情を勘案すると、北海道がとるべき新たな
視点が浮かび上がってくる。

　北海道総合開発計画は、昭和26年度に第1期計画が策定されて以来、6期にわたり計画が策定され、
これに基づく施策の推進等により今日に至っており、現在の第6期北海道総合開発計画（第6期計画）は、
平成10年4月に閣議決定され平成19年度が目標年度となっています。
　計画の改定期を迎えつつあることから、国土審議会北海道開発分科会では、第6期計画の点検作業と
新たな計画の在り方の検討を行うため、平成17年11月に基本政策部会を設置し、調査審議を進めています。
基本政策部会では、平成17年12月からほぼ月一度のペースで精力的に審議を行い、平成18年9月の第8
回基本政策部会において、「中間とりまとめ」を作成しました。
　現在、中間とりまとめを基に広く国民意見の募集（パブリックコメント）を行っています。北海道開
発の各関係主体のみならず国民各層において活発な議論が展開され、今後の新たな北海道総合開発計画
の在り方の議論がより実り多いものとなることを期待しています。基本政策部会は、今後、国民意見等
を踏まえて更なる調査審議を進めるとともに、平成19年2月を目途に報告書を取りまとめ、北海道開発
分科会に報告する予定です。
　以下、中間とりまとめを基にして、新たな計画策定等に向けた視点・論点等について解説します。

「第6期計画の点検と
新たな計画の在り方」中間とりまとめ
～国土審議会北海道開発分科会基本政策部会中間報告～

国土交通省北海道局参事官付
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　国連の推計では、世界の人口は2004年には63.9
億人であるが、2050年には90.8億人に増加すると
予測している。国連食糧農業機関（FAO）は、
1人あたりの消費熱量の増加傾向が今後も続き、
人口の増加と相まって、世界全体の年間穀物消費
量は、2000年から2050年の間に66%増加するとの
予測もある。さらに、世界の耕地面積は減少し、
人口１人あたりの収穫面積は40年前の約半分にま
で減少、反収の伸びも鈍化傾向にある。

　このようなグローバルな視点もふまえると、北
海道が食料基地としての役割を維持しつつ、食料
の安全安心や食味の向上などのニーズに応えてい
くことの重要性が一層増してくる。さらに、農水
産業等食に関わる産業の高付加価値化・競争力強
化により、地域経済社会を形成していくことが重
要になってきている。
　また、近年来道外国人観光客が飛躍的に増加し
ている。台湾・韓国・香港に加えて、ニセコのス
キー場を中心としたオーストラリアからの観光客
などがその内訳である。国においては、「ビジッ
トジャパン」を国策としてインバウンド観光を推
進しているところであり、北海道の自然や特性を
活かした観光政策への取り組みが期待される。

⑵ 自然環境・エネルギー問題
　国民の自然に対するニーズが多様化している
中、我が国全体の4分の1近くを占める森林、同
じく8割以上を占める湿地、良質で豊富な水など、
北海道の豊かな自然環境は我が国にとって極めて
貴重で、同時に観光産業等の基盤であり、その価
値を維持し向上させる取組の意義は益々高まって
いる。
　欧州では、欧州委員会による欧州共通指標
（European Common Indicators）の1つとして
ＥＦ指標（エコロジカル・フットプリント）を導
入している。これは「ある特定の地域の経済活動、
またはある特定の物質水準の生活を営む人々の消
費活動を永続的に支えるために必要とされる生産
可能な土地及び水域面積の合計、あるいは、ある
地域で必要とされる資源を永続的に産み出し、か
つそこで排出される物質を継続的に吸収処理する
ために必要となる生態系・水土の面積の合計」で
あると定義され、算定の概念式は次のとおり。

　ＥＦ指標で示される面積と実際の面積を比較す
ることで、環境負荷の程度や資源消費水準の持続
可能性が表現される。
　世界ではＥＦ指標の増加は止まっていない一方
で、国内では北海道がＥＦ指標低下に大きく貢献
している。

ＥＦ＝Ｄ＋Ｉ－Ｅ
Ｄ：資源の生産に利用した国内の土地面積
Ｉ：輸入した資源の生産に必要な国外の面積
Ｅ：輸出した資源のために利用した国内の土地面積

実質GDPの伸び（1980年比）

泫1　1990年米ドル価格の実質GDPを、1980年＝100として指数化した。
　2　世界は国連の数値（台湾を除く）に台湾の数値を加えた値による。
資料） 国連「National Accounts Main Aggregates Database」、台湾はIMF「World 

Economic Outlook Database, September 2004」より作成
出典：国土交通省「平成16年度国土交通白書」

世界人口の推計値

訪日外国人来道者数（実人数）の推移
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⑶ 人口減少・少子高齢化
　世界人口が増加していく中、国内においては人
口減少・少子高齢化の加速度が増していくことが
予測されている。北海道では、既に人口減少に転
じており、今後全国平均に比べて10年先のペース
で減少が進展していく。農山漁村のみならず生活
圏の中心都市においても人口減少が予測されるな
ど、加速度を増す人口減少・少子高齢化の進展の
中、人口低密度、積雪寒冷という条件下で、活力
ある地域社会のモデルを全国に先駆けて北海道で
実現することの必要性が高まっている。

⑷ 北海道の社会経済状況
　明治初頭の開拓使設置以降、国全体の安定と発
展に寄与することを目的として、我が国は、北海
道の開発を組織的、計画的に進めてきた。1950 
年に制定された北海道開発法には、国の課題解決
に寄与するために北海道を開発するという趣旨が
規定され、全国の各地方開発促進法等とは異なる
独自の体系下で施策の推進等が図られている。こ
れまで、我が国経済の復興や食料の増産、人口や
産業の適正配置、多極分散型国土の形成など、そ
の時々の国の課題解決に寄与することを目的に、
計画に基づく施策の推進が図られてきた。
　この50年余で、北海道の人口は約140万人増加
し、また、域内総生産で見た経済規模は約7倍と
なるなど、北欧の一国にも匹敵する規模の地域経
済社会を形成するに至っている。
　第6期計画期間中の社会経済動向を見ると、人
口については、北海道は平成10年に全国に先駆け
人口減少に転じ、高齢化率についても、平成17年
に22.4％となり、全国（21.0％）よりも高齢化が
進展しており、2030年には全地域ブロック中最も
高い33.6％となることが予測されている。また、
道内総生産については名目で平成14年度、15年度
の2年連続で20兆円を割り、経済成長率について
も全国が名目で15年度、実質で14年度にプラス成
長に転じたのに対し、北海道は名目で11年度から
5年連続、実質で13年度から3年連続のマイナス
成長となるなど、依然厳しい状況が続いている。

世界のＥＦ

出典：WWFジャパン  生きている地球レポート2002

消費の超過率（EF／生物生産可能地）（2000年）

出典： 平成15年度自然界の物質循環への負荷の少ない社会を目指した資源消費水
率のあり方検討調査報告書より国土交通省国土計画局作成（国土審議会第
12回計画部会配付資料より抜粋）

将来の日本の姿と北海道

出典： 総務省「国勢調査」、国立社会保障・人口問題研究所「日本の将来推計人口（平
成14年1月推計）」、「都道府県別将来推計人口（平成14年3月推計）」をもとに
国土交通省北海道局作成

人口規模別の人口推移

注：1． 人口規模は2000年をベースとし、170市町村及び8中核都市圏（北海道庁の地域生活
経済圏の圏域より）

　　2．各人口規模の人口は各人口規模該当市町村の平均値である
　　3．各人口規模のピーク年を「1」とした
出典： 2000年までは総務省「国勢調査」、2005年以降は国立社会保障・人口問題研究所「日本

の市区町村別将来推計人口（平成15年12月推計）」をもとに国土交通省北海道局作成
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2　第6期計画の点検

　総合開発計画には、理念的な記述があったり内
容が多岐に渡っているなど、端的な評価は難しい。
このため、第6期計画の構成を踏まえ、計画の主
要施策・施策の推進体制に分けて、点検を行うこ
ととし、主要施策の評価に関しては、下図に示し
たようなロジックストリームで、ベンチマークを
重視して定量的な評価に心がけた。

　まず、主要施策等の点検結果を見ると、食料基
地としての役割の強化、国際観光の進展など諸施
策において一定の成果が得られ、北海道の成功事
例と呼べる新たな成長の芽が散見される。一方、
第6期計画当初の想定を上回る人口減少やグロー
バル化等の進展、財政事情の悪化などに起因する
新たな課題が顕在化しつつある。
　また、施策の推進体制の状況に関しては、シー
ニックバイウェイといった制度設計のフロンティ
アとなる先駆的、実験的取組を実施し、一定の成
果を上げた。計画の総合的な施策効果を発現する
に当たり重要な役割を担う地域、民間との連携・
協働による事業効果を一層発揮する体制を整えて
いくことが課題となっている。
　さらに、財政制約等を背景として、一層の投資
の重点化・効率化が喫緊の課題となっており、ス
ピード感を持って、こうした状況に対応するため
には、既存ストックの有効活用を図るとともに、
事業間連携の強化、事業の透明性の確保など、こ
れらの事業の進め方について改革を進めていかな
ければならない。

　点検結果を総括すると、時代の潮流に起因する
新たな課題への対応、連携・協働の強化や重点化・
効率化など事業の進め方に関する諸改革、北海道
の実情に即した効果的な先駆的・実験的取組の一
層の拡充などについて、改善が必要と評価される。
今後、新たな計画にその改善点を反映させ、北海
道が時代の潮流に即した国の課題の解決に貢献す
るとともに、地域の活力ある発展を目指していく
必要がある。

3　北海道開発の意義

　北海道開発法は、「北海道総合開発計画」を、「北
海道における土地、水面、山林、鉱物、電力その
他の資源を総合的に開発するための計画」と定め
ている。北海道においては、その時々の国の課題・
要請に応えるために、北海道の種々の資源開発が
計画的に進められてきた。
　「開発」は今日、時代とともに進化しており多
様な意味を有している。既存ストックの有効利用
やハードを活かすソフトの重要性、自然環境と経
済活動の共生など価値観の調整も含む言葉となっ
ている。「Sustainable Development持続可能な開
発」が世界のキーワードとなっているが、この「開
発」は、国土として価値ある地域を実現するとい
う方向性の下に、自然と共生し持続的で自律的な
地域の発展を促す基盤づくりを担う機能と考えら
れる。
　このような「開発」の今日的意味合いを踏まえ
ると、「北海道開発」の意義は、グローバル化の
進展、自然環境・エネルギー問題、人口減少・少
子高齢化などの我が国の環境変化に対応し、北海
道の優れた資源・特性を活かしながら、大転換期
の我が国が直面する課題の解決に貢献し、地域の
活力ある発展を図るため、民間や地域の主体的な
活動を支援し、また、これらの活動を支える経済
社会基盤を整備することと位置づけられる。
　このような北海道開発を推進するためには、国
と地域の連携の中で、施策の総合性を発揮するた
めの戦略的取組を描いた計画を策定することが不
可欠である。これは、地理的、自然的にまた歴史
的、社会的、経済的に他の地域とは異なる資源・
特性を有する北海道をいかに開発し、国への貢献
と地域の発展を図るかについて、明確なビジョン
として内外に広く示されるべきである。このビ

主要施策の評価……ロジックストリーム
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ジョンは、国の視点と地域の視点の整合が図られ、
国、地方、住民、ＮＰＯ等が連携・協働するため
の強い求心力を持ち、様々な取組の総合性を発揮
させる役割を果たすものでなければならない。
　このため、第6期計画が目標年度を迎えようと
している今、上記を踏まえた新たな北海道総合開
発計画を策定することが必要である。

4 　今後の北海道開発の取組の方向性
と進め方

　これまで述べた社会経済情勢の変化等をふま
え、中間とりまとめでは下表の施策体系で、今後
の取組のイメージを提案している。これらの具体
的な内容等に関しては、北海道開発の各関係主体
のみならず国民各層において様々な意見等が想定
される。

5　国土形成計画等と北海道総合開発計画

　国土交通省では、全国総合開発計画に替わる国
土形成計画の全国計画の策定作業を行っている。
この計画は、平成19年中頃を目途に閣議決定を予

定しており、全国計画の閣議決定後1年後を目途
として広域地方計画の策定が予定されている。北
海道総合開発計画は、国土形成計画とは別の体系
の中で施策の推進が図られている。このため、国
土形成計画の策定作業との整合性を図りながら
も、北海道という地域の個性を反映した独自性の
発揮できる計画を策定していくことに計画の大き
な価値がある。
　一方、北海道庁においても、長期計画の策定作
業を進めている。北海道庁の策定する長期計画は、
長期的な展望に立って、北海道の政策の基本的な
方向を総合的に示す計画となっており、計画の目
的は異なるが、北海道を対象にした計画なので、
国の策定する北海道総合開発計画との整合性を
図っていく必要がある。

6　おわりに

　北海道開発については、「もはや“開発”は時
代遅れではないか」、「北海道を特別扱いする必要
はないのではないか」、「国が関与すべきではなく、
地方にまかせれば良いのではないか」など、その
在り方を巡って批判・意見があることも事実であ
る。こうした批判・意見の背景を踏まえ、北海道
の我が国における役割と地域の発展の在り方につ
いて、国民全体に対して明確に示していく必要が
ある。現在は、新たな計画策定の必要性を判断す
る段階にあるので、来年2月の報告書のとりまと
めにあたり、多くの人々の意見をもとにしっかり
と北海道の未来を見据えていくことが、その後の
新たな計画の理念、その理念に基づいた具体的な
施策等について明らかにしていくにあたり極めて
重要なステップとなる。
　現在、この中間とりまとめについて、国土交通
省HPにおいて本文が掲載され、意見募集を行っ
ている。本中間とりまとめを契機として、新たな
北海道総合開発計画が目指すべき北海道開発の基
本方向及びそれを踏まえた北海道開発の取組の方
向性等について、北海道開発の各関係主体のみな
らず国民各層において活発な議論が展開され、今
後の新たな北海道総合開発計画の在り方の議論が
より実り多いものとなることを期待している。

【具体的取組イメージ】
１ 北海道開発の取組の方向性のイメージ
　⑴ グローバルな競争力ある自立的安定経済
の実現

　　1 食料供給力の強化と食に関わる産業の
高付加価値化・競争力強化

　　2成長産業としての観光
　　3 人と技術による競争力ある成長期待産

業の育成
　⑵ 地球環境時代をリードし自然と共生する
持続可能な地域社会の形成

　⑶ 魅力と活力ある北国の地域づくり・まち
づくり

　⑷ 内外の交流を支えるネットワークとモビ
リティの向上

　⑸安全・安心な国土づくり
2 北海道開発の進め方のイメージ
　⑴ 多様な主体が共に進める北海道開発
　⑵ 投資の重点化と効率性・透明性の追求
　⑶新たな北海道イニシアティブの発揮
　⑷ 多様性のある道内各地域の姿と隣接地域
等との連携
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電話番号：03-5253-8111（内線52222）


